別紙１
環境省委託事業
平成２７年度サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量等算定方法調査委託業務

「サプライチェーン排出量算定支援」
参加事業者募集要綱

環境省では、原料調達や物流、廃棄等のサプライチェーンの各段階での温室効果ガス排出量の把握や管理等に係る検討のために、本年度の委託事業「平成２７年度サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量等算定方法調査委託業務」（以下「本委託事業」という。）を実施しています。
本委託事業の一環として、サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量（以下「サプライチェーン排出量」という。）の把握や管理の促進を目的に、個別事業者に対するサプライチェーン排出量に関する各種支援を実施いたします。つきましてはサプライチェーン排出量に関する各種支援を希望する事業者（以下「参加事業者」という。）を以下のとおり募集いたします。

なお、本公募及び本委託事業に関する事務運営は、「みずほ情報総研株式会社」（以下「みずほ情報総研」という。）が実施いたします。

１．支援の詳細
· 対象企業

· 過去にサプライチェーン排出量算定を実施していない事業者。
· 支援方法

支援の範囲は以下の通りです。なお、支援は基本的に説明や助言とし、実際の算定や資料作成等の作業は参加事業者にて実施していただきます。

· 勉強会における説明

· サプライチェーン排出量の概要説明

· １５カテゴリの内容、算定方法例の説明

· 簡易算定演習

· 個社別打合せにおける助言（最大２回）
· 組織範囲の設定に関する助言

· 排出源となるサプライチェーン上における各種活動の１５カテゴリへの分類に関する助言
· 算定対象範囲の決定に関する助言
· 算定方法の決定に関する助言
· 事業者に収集いただく活動量データ項目の決定に関する助言
· グリーン・バリューチェーンプラットフォーム※への掲載資料の作成に関する助言

※サプライチェーン排出量に関する普及・啓発を目的とし、環境省及び経済産業省が合同で運営しているWebサイト。サプライチェーン排出量に関する国際・国内動向や算定方法、排出原単位、取組事例等の事業者がサプライチェーン排出量を算定する際に参考となる情報を掲載。
　（URL）http://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/index.html
· 応募条件

· みずほ情報総研が実施する算定支援の範囲は「１．支援の詳細」の「支援方法」に示すとおりであり、サプライチェーン排出量の算定及びグリーン・バリューチェーンプラットフォームへの掲載資料の作成等の実際の作業は参加事業者において実施すること。

· サプライチェーン排出量の算定及びグリーン・バリューチェーンプラットフォームへの掲載資料の作成は、原則として2016年１月末日までに完了させること。

· 総排出量に占める割合が大きいと予想されるカテゴリを含め８以上のカテゴリを算定すること。

· 算定結果等のグリーン・バリューチェーンプラットフォームへの掲載に同意すること。なお、現在のグリーン・バリューチェーンプラットフォームの掲載内容は以下のとおりである。
（http://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/business/case_smpl.html）
· 算定支援に関する勉強会（２０１５年１０月９日（金）もしくは１０月１４日（水）のいずれか）及び個社別打合わせ（最大２回）に参加すること。
· 環境省あるいは事務局から、本委託事業における環境省の制作物への意見出しやグリーン・バリューチェーンプラットフォームへの掲載資料の修正等の要請があった場合は、その対応に最大限協力すること。

２．募集期間及び募集事業者数

· 募集期間

２０１５年９月１日（火）～９月３０日（水）当日消印有効
· 採択事業者数

最大２０社
３．応募手続及び参加事業者の採択について

· 応募手続
算定支援を希望する事業者は、添付の「応募申請書」に必要事項を記載し、押印の上、提出期限までにみずほ情報総研（詳細は「４．応募申請書提出・問い合わせ先」を参照）へ提出してください。提出された応募申請書は本支援の採択に関する審査以外の目的には使用しません。
· 参加事業者の採択
応募申請書の記載内容を勘案し、環境省と協議の上、採択させていただきます。
なお、採択の結果につきましては、応募事業者に個別に連絡いたします。

４．応募申請書提出・問い合わせ先

· 応募申請書提出先

別紙の「応募申請書」に必要事項を記入、押印の上、下記送付先にお送り下さい。
なお、採択の結果に関わらず、応募書類は返却いたしません。

送付先：〒１０１－８４４３　東京都千代田区神田錦町２－３

みずほ情報総研株式会社　環境エネルギー第２部　谷　宛

※弊社への郵便物は、必ず担当名までご記入ください。

※「応募申請書」を郵送した旨を下記問い合わせ先（メール）までご連絡ください。

· 問い合わせ先

みずほ情報総研株式会社　環境エネルギー第２部　谷、大田

※ご質問はメールにてお願いいたします。

E-mail：scm@mizuho-ir.co.jp
（TEL：０３－５２８１－５３２９）

５．留意事項
（１）本支援はみずほ情報総研が実施する。

（２）本支援に関する活動費用（交通費等）は、参加事業者が負担すること。

（３）個社別打合わせは原則としてみずほ情報総研（東京都千代田区神田錦町２－３）にて実施する。
（４）勉強会及び個社別打合わせ資料の著作権は環境省及びみずほ情報総研に属し、参加事業者は非独占的使用権を許諾されるものとする（複製、改変に関しては自己利用のみ可能）。

なお、実施結果報告にかかるグリーン・バリューチェーンプラットフォームへの掲載資料の著作権については、申請事業者に属するものとする。

（５）本事業において、環境省及びみずほ情報総研に提供された企業情報及び個人情報については、本事業の遂行に必要とされる範囲に限り、環境省及びみずほ情報総研が使用することに同意すること。
（６）本支援に関する環境省及びみずほ情報総研の要請に対応すること。なお、参加事業者がこの要請に応じないなど、本支援に著しい支障を与えると判断される場合においては、本支援の全てが中止される場合がある。
（７）環境省あるいは事務局から、本委託事業における環境省の制作物への意見出しやグリーン・バリューチェーンプラットフォームへの掲載資料の修正等の要請があった場合は、その対応に最大限協力すること。

以上

平成27年  月   日
みずほ情報総研株式会社

算定支援事務局　宛
「サプライチェーン排出量の算定支援」　応募申請書
　　サプライチェーン排出量の算定支援について、募集要綱の応募条件に同意の上、下記のとおり応募します。

	【申請者】

	所属企業
	
	印


	部署名、役職、氏名
	
	


	【連絡担当者】

	部署名等
	

	役職等
	

	ふりがな
氏名
	

	
	

	e-mail アドレス
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	所在地
	〒



	【サプライチェーン排出量算定に対する考え】

	算定を行う目的
	【サプライチェーン排出量の算定を行う目的をご記入ください。】



	（現時点で想定している）

算定結果の活用等の方法
	【算定結果の活用・情報公開の方法について、現時点での想定で構いませんので、ご記入ください。】



	（期待する）算定のメリット
	【期待する算定のメリットについて、ご記入ください。】



	算定体制
	【想定しているデータ収集先と算定実務者をご記入ください。】



	サプライチェーン排出量の削減取組
	【サプライチェーン排出量の削減取組（今後の予定を含む）をご記入ください。定性的な取組でも構いません。】



	サプライチェーン排出量算定の課題
	【既に一部のサプライチェーン排出量の算定を実施しており、何らかの課題意識がある場合は、ご記入ください。】




	グリーン・バリューチェーンプラットフォームに開示可能な内容　

	開示可能な内容

（該当する方に○）
	定性的内容のみ開示可能
	定性的内容に加え、サプライチェーン排出量算定結果の15カテゴリの割合も開示可能

	その他（任意）
	【アピールしたい内容があればご記入ください。】




	【算定対象とする組織範囲】

	算定対象とする組織範囲

（グループ会社を含むか）
	【算定対象にグループ会社を含むかお選びください。】

	
	グループ会社を

含む
	グループ会社を

含まない

	（グループ会社を含む場合）

算定対象とする組織範囲の考え方
	【算定対象とする組織範囲の考え方をお選びください】

	
	財務諸表の連結対象
	環境マネジメントの対象
	その他


	【各カテゴリの算定状況】 ※各カテゴリに該当しうる活動を算定している場合は、以下の欄にご記述ください。

	カテゴリ
	現在の算定状況

	1
	購入した物品・サービス
	

	2
	資本財
	

	3
	Scope1,2以外の

エネルギー関連活動
	

	4
	上流の輸送・流通
	

	5
	廃棄物
	

	6
	出張
	

	7
	通勤
	

	8
	上流のリース資産
	

	9
	下流の輸送・流通
	

	10
	販売した製品の加工
	

	11
	販売した製品の使用
	

	12
	販売した製品の廃棄
	

	13
	下流のリース資産
	

	14
	フランチャイズ
	

	15
	投資
	

	その他
	


	【グリーンバリューチェーンプラットフォームに開示可能な内容】

	開示可能な内容

（該当する方に○）
	定性的内容のみ開示可能
	定性的内容に加え、サプライチェーン排出量算定結果の15カテゴリの割合も開示可能


	【その他】

	セミナー参加可能日程

（参加可能日程に○）
	2015年10月9日（金）
（13:30-17:30）
	2015年10月14日（水）
（13:30-17:30）

	ご意見、ご要望など

＊任意
	


以上
平成27年 ●● 月 ×× 日
みずほ情報総研株式会社

算定支援事務局　宛
「サプライチェーン排出量の算定支援」　応募申請書＜記入例＞
　　サプライチェーン排出量の算定支援について、募集要綱の応募条件に同意の上、下記のとおり応募します。


	【申請者】

	所属企業
	
	印


	部署名、役職、氏名
	
	


	【連絡担当者】

	部署名等
	

	役職等
	

	ふりがな
氏名
	

	
	　○○　●●　、　▽▽　▼▼

	e-mail アドレス
	*****@***、*****@***

	電話番号
	**-****-****、**-****-****

	FAX番号
	**-****-****、**-****-****

	所在地
	〒



	【サプライチェーン排出量算定に対する考え】

	算定を行う目的
	【サプライチェーン排出量の算定を行う目的をご記入ください。】

＜例＞

近年、CDPや日経「環境経営度」調査など、サプライチェーンでの排出量に関する外部からの質問が増加してきている。それらの質問に回答するために算定を実施したい。

	（現時点で想定している）

算定結果の活用等の方法
	【算定結果の活用・情報公開の方法について、現時点での想定で構いませんので、ご記入ください。】

＜例＞ 

CDPや日経環境経営度調査などの外部からの企業評価に対する回答や、ホームページ等で算定結果を公開して自社の環境活動をPRすることに使用したい。

	（期待する）算定のメリット
	【期待する算定のメリットについて、ご記入ください。】
＜例＞
削減ポテンシャルの明確化が期待される。

	算定体制
	【想定しているデータ収集先と算定実務者をご記入ください。】

＜例＞

社内の関連部署よりデータを収集し、環境部が算定。

具体的には、調達部より原材料関連データ、経理部より設備投資額・出張旅費総額・通勤費総額、物流部より物流データを収集。

	サプライチェーン排出量の削減取組
	【サプライチェーン排出量の削減取組（今後の予定を含む）をご記入ください。定性的な取組でも構いません。】

＜例＞

CO2排出量を調達基準に含めており、サプライヤーでの排出量削減を促している。また、製品の省エネを進め、CO2排出量削減の取組を実施している。

	サプライチェーン排出量算定の課題
	【既に一部のサプライチェーン排出量の算定を実施しており、何らかの課題意識がある場合は、ご記入ください。】

＜例＞

各種の削減活動をサプライチェーン排出量の中で評価するのは難しい。


	【グリーン・バリューチェーンプラットフォームに開示可能な内容】　

	開示可能な内容

（該当する方に○）
	定性的内容のみ開示可能
	定性的内容に加え、サプライチェーン排出量算定結果の15カテゴリの割合も開示可能

	その他（任意）
	【アピールしたい内容があればご記入ください。】

＜例＞

算定結果の透明性・信頼性確保のために2013年度実績から検証を受検している。また、当社の●●製品群の削減貢献量の合計は、サプライチェーン排出量の３倍に相当する。


	【算定対象とする組織範囲】

	算定対象とする組織範囲

（グループ会社を含むか）
	【算定対象にグループ会社を含むかお選びください。】

	
	グループ会社を

含む
	グループ会社を

含まない

	（グループ会社を含む場合）

算定対象とする組織範囲の考え方
	【算定対象とする組織範囲の考え方をお選びください】

	
	財務諸表の連結対象
	環境マネジメントの対象
	その他


	【各カテゴリの算定状況】 ※各カテゴリに該当しうる活動を算定している場合は、以下の欄にご記述ください。

	カテゴリ
	現在の算定状況

	1
	購入した物品・サービス
	一部の製品においてLCAを実施しており、製品製造までに生じる排出量を把握済。

	2
	資本財
	未算定

	3
	Scope1,2以外の

エネルギー関連活動
	未算定

	4
	上流の輸送・流通
	荷主責任の範囲のみ算定済み

	5
	廃棄物
	未算定

	6
	出張
	未算定

	7
	通勤
	未算定

	8
	上流のリース資産
	該当なし

	9
	下流の輸送・流通
	未算定

	10
	販売した製品の加工
	該当なし

	11
	販売した製品の使用
	一部の製品においてLCAを実施しており、製品使用段階の排出量を把握済。

	12
	販売した製品の廃棄
	一部の製品においてLCAを実施しており、製品廃棄段階の排出量を把握済。

	13
	下流のリース資産
	該当なし

	14
	フランチャイズ
	該当なし

	15
	投資
	未算定

	その他
	未算定


	【グリーンバリューチェーンプラットフォームに開示可能な内容】

	開示可能な内容

（該当する方に○）
	定性的内容のみ開示可能
	定性的内容に加え、サプライチェーン排出量算定結果の15カテゴリの割合も開示可能


	【その他】

	勉強会参加可能日程

（参加可能日程に○）
	2015年10月9日（金）
（13:30-17:30）
	2015年10月14日（水）
（13:30-17:30）

	ご意見、ご要望など

＊任意
	


以上

（別紙）





（別紙）





社印、契約印などの公的な印鑑をご使用ください。





連絡担当者は２名までご記入いただいて構いません。
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